別記第１号様式（第６条関係）　　　　　　　　　　　　　（日本工業規格Ａ４版）
　　年　　月　　日
岐阜県ＩｏＴコンソーシアム理事長　様
申　請　者
ＷＧ名　
住　　所　（郵便番号・住所）
幹事企業　（企業名・役職・氏名）　　印
平成　　年度岐阜県ＩｏＴコンソーシアムワーキンググループ
事業費補助金交付申請書
次のとおり標記補助金の交付を受けたいので、岐阜県ＩｏＴコンソーシアムワーキンググループ事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第６条の規定により関係書類を添えて申請します。補助金の交付申請するに当たって、要綱の規定に違反する行為を行わないことを確約します。
記

１　補助事業の目的及び内容
別紙１　事業計画書のとおり
２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

（１）補助事業に要する経費




円

（２）補助金交付申請額
（千円未満切捨て）　　　

円

別記第１号様式　別紙１
事業計画書

１ 申請者の概要

	フリガナ
	
	所在地
	〒



	ＷＧ幹事企業名

（企業名等）
	※「幹事企業名」を

記載ください
	
	

	ＷＧ幹事企業代表者名
	
	
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	事業担当者
	フリガナ
	
	所在地
	〒



	
	所属・職・氏 名
	
	
	

	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙ

ｱﾄﾞﾚｽ
	

	経理担当者（要綱第２条第２号の規定に基づくもの）
	フリガナ
	
	所在地
	〒



	
	所属・職・氏 名
	
	
	

	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙ

ｱﾄﾞﾚｽ
	


※経理担当者が複数の場合は、経理担当者欄を適宜追加すること。
※事業担当者、経理担当者の連絡先（所在地、電話番号等）は申請者と異なる場合のみ記載すること。
２ ＷＧの概要

	ＷＧ名
	

	事業課題
	

	これまでの活動
	※他の補助金等の交付実績も記載（「他の補助金等の交付を受けた」又は「他の補助金等の交付を現在申請中」の場合に記載）
・補助金等の名称      ・交付（予定）者
・補助金（申請）額　　・交付（予定）年月日

・本補助申請内容との相違点

※別紙による作成も可



	ＷＧ活動員

※本項に記載された企業・団体及び事業従事者の活動が人件費等の事業推進費の補助対象となります。
	企業・団体名等
	事業従事者
	役割

	
	
	役職
	氏名
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３ 事業内容

【実施概要】（全角１５０文字以内）
	※実施目的、内容を分かりやすいように記載すること。



【実施内容の区分】
	□生産性向上等の効果を試行、実証、調査・検証
□研究開発、製品化・事業化等の活動　
□その他（　　　　　　                            ）　

※あてはまるもの全てを■とすること。　


【解決すべき課題、事業成果、波及効果】
	※解決すべき課題、調査・技術開発が必要な理由、ＩｏＴを活用することで得られる成果、波及効果など、具体的な時期や目標数値を踏まえて記載すること。



【実施計画】
	※補助事業が複数年にまたがって実施する場合は、年度ごとに明確に分けて記載すること。また、補助事業の次年度目以降の申請の場合は、前年度までの達成状況を記載し、それを踏まえて実施内容を記載すること。
【初年度】
【２年度】

【３年度】

※他のＷＧ活動と類似・相違点の状況等を含めて記載すること。



【実施体制】
	※どのような体制で事業を実施するか記載すること。



【事業期間・事業経費等】
	事業期間
	開始予定 交付決定日以降

完了予定 平成　 年 　月　　日

	事業経費
	補助事業に要する経費　　　　　　 円

〔補助金交付申請額　　　　　 円〕


４ スケジュール
【初年度】

	実施内容
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※補助事業を複数年にまたがって実施する場合、年度ごとに記載すること。
【２年度】

	実施内容
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【３年度】
	実施内容
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※補助事業を複数年にまたがって実施する場合、年度ごとに記載すること。
５　収支予算書

　（１） 収入の部（資金調達内訳）                              　　（単位：円）
	区　　分
	金　　額
	調　達　先
	備　　　　考

	補助金申請額
	(B)
	
	

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	(A)
	


　
　（２） 支出の部　　　　　　　　                              　　（単位：円）
	経費区分
（注１）
	補助事業に
要する経費
（注２）
	補助対象
経　　費
（注３）
	補助金
申請額
	積　算　の　内　訳

	活動費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	開発費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	合　　計
	(A)
	
	(B)
	


（注１）支出の部の経費区分は、要綱第４条別表で定める経費区分ごとに記載するこ
　　　　と。
（注２）補助事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額を記載すること。
（注３）補助対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記載すること。
※補助金申請額については、千円未満の端数を切り捨てて記載すること。
　※積算の内訳が多岐になる場合は、別紙を作成して詳細に記載すること。
※収入の部の(A)と支出の部の(A)、収入の部の(B)と支出の部の(B)が一致すること。
　※補助金申請額とは、補助対象経費のうち補助金を希望する額で、その限度は、
補助対象経費に補助率（要綱第４条別表による）を乗じた額になる。
６　補助事業成果の活用計画

	事業実施者
	補助事業成果の活用計画

	
	※　補助事業終了後の事業課題への取り組み方法等を記載する

※　図示説明でもよい

· 外部資金を活用する予定がある場合は、時期、事業名を記載する




７　情報公開用の計画概要
	ＷＧ名
	

	事業課題
	

	幹事企業名
	

	事業の概要
	


■各経費科目における「積算」記載事項


・人件費：業務内容、単価、従事時間等


・備品消耗品費：名称、数量、単価、金額


・委託費：内容、単価、金額等


・機械装置費：名称、数量、単価、金額


（仕様について別途説明資料を添付すること）


・役務費：内容、単価、金額等


・その他：必要理由を説明すること


※記載にあたっては、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること
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